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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第66期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結
会計期間

第65期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 50,214,970 16,446,813 100,543,412

経常利益 (千円) 1,637,356 470,265 4,260,769

四半期(当期)純利益 (千円) 236,049 215,157 2,169,121

純資産額 (千円) ─ 30,051,684 31,228,639

総資産額 (千円) ─ 70,720,680 72,049,120

１株当たり純資産額 (円) ─ 843.18 876.08

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 6.62 6.04 61.21

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ─ 42.5 43.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 9,547,342 ― 9,380

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 318,506 ― △ 1,090,554

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 9,493,121 ― △ 530,908

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 1,145,400 1,518,128

従業員数 (人) ― 1,607 1,596

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主な関係会社に異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 1,607[191]

(注)　１　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数は[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

 ２　臨時従業員には、臨時雇用員、契約職員を含み、派遣社員を除いております。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 1,533[179]

(注)　１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数は[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

 ２　臨時従業員には、臨時雇用員、契約職員を含み、派遣社員を除いております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 受注実績

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
　　至　平成20年12月31日）

（百万円)

建設事業 18,111

不動産事業 ―

その他事業 ―

合計 18,111

　

　

(2) 売上実績

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
　　至　平成20年12月31日）

（百万円)

建設事業 16,161 

不動産事業 149 

その他事業 135 

合計 16,446 

(注) １　当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額
（百万円）

割合
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 10,368 63.1

　

(3) 売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期

間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

建設業における受注工事高、完成工事高及び繰越工事高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分

期首繰越

工事高

(百万円)

期中受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

期中完成

工事高

(百万円)

期末繰越

工事高

(百万円)

当第３四半期累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

土木工事 25,24141,62366,86534,57932,285

建築工事 19,302 8,658 27,96113,85514,105

計 44,54350,28294,82648,43446,391

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

土木工事 32,52359,59792,12066,87925,241

建築工事 19,85129,77449,62630,32319,302

計 52,37489,372141,74797,20344,543

(注)　１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増額がある場合は、期中受注工事高にその増減

額を含みます。したがいまして期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

　

(2) 受注工事高

期別 区分
官公庁

(百万円)

民間

(百万円)

計

(百万円)

当第３四半期会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

土木工事 357 12,89813,255

建築工事 65 4,239 4,305

計 423 17,13717,560

(注)　受注工事高のうち請負金額４億円以上の主なものは、次のとおりであります。

当第３四半期会計期間 東日本旅客鉄道㈱ 千葉支社管内橋脚耐震他工事（Ａ工区）

東日本旅客鉄道㈱ 南武線稲城長沼駅付近５工区路盤新設他２工事

トーセイ㈱ （仮称）新宿５丁目ビル計画新築工事

東日本旅客鉄道㈱ 千葉支社管内橋脚耐震他工事（Ｂ工区）

東日本旅客鉄道㈱ 日立橋上本屋外新築その１（杭基礎）工事

　

(3) 完成工事高

期別 区分
官公庁

(百万円)

民間

(百万円)

計

(百万円)

当第３四半期会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

土木工事 693 9,377 10,071

建築工事 149 5,636 5,786

計 843 15,01415,858

(注)　１　完成工事高のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

当第３四半期会計期間 ㈱大京 ライオンズ美浜・幸町イーストマークス新築工事

日神不動産㈱ （仮称）日神デュオステージ三ツ沢上町新築工事

東日本旅客鉄道㈱
鴻巣構内２０Ｋ３８７ｍ付近こ道橋新設その１（仮設・その他）
工事

日本貨物鉄道㈱ 専用側線新設その他工事

東日本旅客鉄道㈱
国分寺駅構内第一府中街道こ道橋改築３（本道部函体工その他）
工事
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２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

相手先

当第３四半期会計期間

金額
（百万円）

割合
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 10,356 65.3

　

(4) 繰越工事高（平成20年12月31日現在）

区分
官公庁

(百万円)

民間

(百万円)

計

(百万円)

土木工事 3,664 28,621 32,285

建築工事 181 13,924 14,105

計 3,845 42,546 46,391

(注)　繰越工事高のうち請負金額９億円以上の主なものは、次のとおりであります。

東日本旅客鉄道㈱ 横須賀線東京・品川間東京トンネル改良（二期）その２工事 平成23年９月　完成予定

東日本旅客鉄道㈱ 千葉支社管内橋脚耐震他工事（Ａ工区） 平成21年６月　完成予定

㈱大京 （仮称）ライオンズ東中野駅前新築工事 平成22年２月　完成予定

東日本旅客鉄道㈱ 南武線稲城長沼駅付近５工区路盤新設他２工事 平成22年４月　完成予定

㈱グローベルス （仮称）グローベルマンション西巣鴨新築工事 平成21年９月　完成予定

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

　(1)　業績の状況（事業の種類別セグメント）

当第３四半期連結会計期間における我が国の経済は、世界的な金融危機の深刻化、及びこれに伴う株式・

為替市場の大幅な変動の影響などが企業収益を圧迫し、雇用情勢の悪化とともに個人消費も弱含むなど、景

気は急速に悪化しております。

　建設業界におきましては、民間建設需要が減退し、さらに、不動産市況の低迷によりマンションデベロッ

パーが相次ぎ破綻するなど、極めて厳しい状況が続いております。

　このような状況のなかで、当社グループは、３ヵ年中期経営計画の最終年度において、その基本方針に基づ

いた諸施策を推進中でありますが、当第３四半期連結会計期間の売上高は、選別受注の徹底によるマンショ

ン建設受注減、及び前期繰越工事高の減少などの影響により、16,446百万円となりました。売上総利益は、不

採算工事の徹底排除等により1,819百万円となりました。この結果、営業利益は382百万円となりました。経

常利益につきましても470百万円となりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の四半期純利益は215百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

（建設事業）

　工事受注高は18,111百万円で、その内訳は土木工事13,304百万円、建築工事4,807百万円であります。

　完成工事高は16,161百万円で、その内訳は土木工事10,120百万円、建築工事6,041百万円であります。

　完成工事高のうち工事進行基準による計上額は7,845百万円であり、当第３四半期連結会計期間末の次期

繰越高は47,078百万円であります。

（不動産事業）

　不動産事業売上高は149百万円で、その主なものは不動産賃貸収入であります。

（その他事業）

　その他事業売上高は135百万円で、その主なものは建材売上であります。

 

　(2)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、1,145百万円と

なりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりです。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

　売上債権の増加等により、営業活動におけるキャッシュ・フローは7,923百万円の支出となりました。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得等により、投資活動におけるキャッシュ・フローは454百万円の支出となりました。

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加等により、財務活動におけるキャッシュ・フローは7,694百万円の収入となりました。
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　(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、「～安全はすべてに優先する～　当社は鉄道専門技術の特性を活かした総合建設業とし

て、安全で快適な交通ネットワークと社会基盤の創造に貢献いたします。」の経営理念及び平成20年度まで

の３ヵ年中期経営計画のもと、「究極の安全」を目指す等の『業務運営の基本方針』と、「誠実なＣＳＲ経

営」の推進等の『経営管理の基本方針』に基づいた諸施策を推進してまいる所存であります。

　

　(4)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費は５百万円でありました。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

　

　(5)　経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループは基本計画に基づき、量的拡大と質的充実のバランスのとれた成長を図り、経営のクォリ

ティを高めるとともに、今後も様々な新しいテーマにチャレンジしつつ業績を拡大していく所存でありま

す。

  なお、平成20年10月27日に、鉄道工事の安全管理体制の強化を図るため「鉄道安全推進本部」を新設し、

同本部内に「安全推進部」と「安全監査部」を設置するとともに、決算・予算管理等の機能強化及び財務

機能の充実を目的に、従来の「財務部」を２部体制に改組し、「経理部」を設置しました。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

（提出会社及び国内子会社）

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

（提出会社及び国内子会社）

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあ

りません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,00036,100,000
東京証券取引所　　市

場第一部
単元株式数は、1,000株であり
ます。

計 36,100,00036,100,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 36,100,000  ─ 2,810,000 ─ 2,264,004

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

10/29



(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
  普通株式
         457,000
 
(相互保有株式)
  普通株式
           1,000

― ─

完全議決権株式(その他)
  普通株式
      35,427,000
 

          35,427 ─

単元未満株式
　普通株式
         215,000
 

― 　　　一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数       36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ―           35,427 ―

(注)　１ 「完全議決権株式(その他)」の中には証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式268株が含まれております。 

　

② 【自己株式等】
平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34
ＪＲ信濃町ビル４階

457,000─ 457,000 1.27

（相互保有株式）
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11番６号

1,000 ─ 1,000 0.00

計 ― 458,000─ 458,000 1.27
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２ 【株価の推移】

　
【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
  ４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　１０月 　１１月 　１２月

最高(円) 616 667 700 669 652 623 622 597 598

最低(円) 507 526 626 632 525 512 434 478 485

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,145,400 1,518,128

受取手形・完成工事未収入金等 ※５
 32,532,118

※５
 38,034,419

未成工事支出金等 ※１
 14,215,986

※１
 6,481,769

未収還付法人税等 383,321 －

繰延税金資産 473,632 744,305

その他 2,269,148 3,844,513

貸倒引当金 △181,651 △168,071

流動資産合計 50,837,957 50,455,065

固定資産

有形固定資産 ※２
 7,684,131

※２
 8,563,730

無形固定資産 ※４
 805,846

※４
 942,836

投資その他の資産

投資有価証券 9,193,755 10,671,145

その他 3,842,965 2,155,019

貸倒引当金 △1,643,975 △738,677

投資その他の資産合計 11,392,746 12,087,487

固定資産合計 19,882,723 21,594,055

資産合計 70,720,680 72,049,120

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 16,406,138 25,830,341

短期借入金 13,715,000 3,720,000

未成工事受入金 4,233,755 2,303,654

完成工事補償引当金 81,200 90,600

賞与引当金 216,753 855,889

工事損失引当金 131,896 156,497

その他 3,253,552 4,583,796

流動負債合計 38,038,295 37,540,779

固定負債

繰延税金負債 989,960 1,585,850

退職給付引当金 610,004 592,473

その他 1,030,735 1,101,376

固定負債合計 2,630,700 3,279,701

負債合計 40,668,996 40,820,481
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,810,000 2,810,000

資本剰余金 2,350,288 2,350,021

利益剰余金 23,311,031 23,574,030

自己株式 △146,986 △143,889

株主資本合計 28,324,333 28,590,162

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,742,966 2,628,278

繰延ヘッジ損益 △15,615 10,198

評価・換算差額等合計 1,727,351 2,638,476

純資産合計 30,051,684 31,228,639

負債純資産合計 70,720,680 72,049,120
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高

完成工事高 49,176,965

付帯事業売上高 1,038,005

売上高合計 50,214,970

売上原価

完成工事原価 43,585,379

付帯事業売上原価 696,939

売上原価合計 44,282,319

売上総利益

完成工事総利益 5,591,585

付帯事業総利益 341,065

売上総利益合計 5,932,651

販売費及び一般管理費 ※１
 4,527,976

営業利益 1,404,674

営業外収益

受取利息 996

受取配当金 159,869

持分法による投資利益 40,056

社宅料 51,727

その他 71,433

営業外収益合計 324,084

営業外費用

支払利息 84,067

その他 7,335

営業外費用合計 91,403

経常利益 1,637,356

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,300

固定資産売却益 993

投資有価証券売却益 1,188

特別利益合計 5,482

特別損失

貸倒引当金繰入額 479,899

固定資産除却損 81,283

投資有価証券評価損 15,912

その他 69,639

特別損失合計 646,733

税金等調整前四半期純利益 996,104

法人税、住民税及び事業税 464,869

法人税等調整額 295,186

法人税等合計 760,055

四半期純利益 236,049
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高

完成工事高 16,161,448

付帯事業売上高 285,365

売上高合計 16,446,813

売上原価

完成工事原価 14,479,774

付帯事業売上原価 147,204

売上原価合計 14,626,979

売上総利益

完成工事総利益 1,681,673

付帯事業総利益 138,160

売上総利益合計 1,819,834

販売費及び一般管理費 ※１
 1,436,929

営業利益 382,905

営業外収益

受取利息 76

受取配当金 53,928

持分法による投資利益 22,375

社宅料 17,879

その他 30,198

営業外収益合計 124,459

営業外費用

支払利息 33,816

その他 3,282

営業外費用合計 37,098

経常利益 470,265

特別利益

貸倒引当金戻入額 411

固定資産売却益 54

投資有価証券売却益 1

特別利益合計 467

特別損失

貸倒引当金繰入額 28,036

固定資産除却損 4,208

その他 55,639

特別損失合計 87,884

税金等調整前四半期純利益 382,848

法人税、住民税及び事業税 △70,963

法人税等調整額 238,654

法人税等合計 167,691

四半期純利益 215,157
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 996,104

減価償却費 915,838

貸倒引当金の増減額（△は減少） 918,877

賞与引当金の増減額（△は減少） △639,136

受取利息及び受取配当金 △160,866

支払利息 84,067

売上債権の増減額（△は増加） 5,525,892

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △9,478,130

仕入債務の増減額（△は減少） △9,915,521

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,930,100

その他 1,804,422

小計 △8,018,351

利息及び配当金の受取額 167,797

利息の支払額 △91,337

法人税等の支払額 △1,605,451

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,547,342

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,790,525

有形固定資産の売却による収入 1,494,373

その他 △22,355

投資活動によるキャッシュ・フロー △318,506

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,360,000

長期借入金の返済による支出 △365,000

自己株式の取得による支出 △3,391

自己株式の売却による収入 561

配当金の支払額 △499,048

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,493,121

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △372,728

現金及び現金同等物の期首残高 1,518,128

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,145,400
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

 

　　　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の

減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　未成工事支出金等の内訳

千円

未成工事支出金 13,778,163

付帯事業支出金 204,356

製品仕掛品 60,583

材料貯蔵品 172,882

計 14,215,986

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額　11,032,235千円

 

※１　未成工事支出金等の内訳

千円

未成工事支出金 6,202,954

付帯事業支出金 197,206

製品仕掛品 6,799

材料貯蔵品 74,809

計 6,481,769

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額　10,806,192千円

 

 

　３　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対し債務保証を行っております。

（銀行借入金保証） 千円

　㈲サン・イズミ 353,600

　従業員（住宅融資制度） 344,063

（手付金等保証）

　日神不動産㈱ 1,500

　計 699,163

　３　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等　　

に対し債務保証を行っております。

（銀行借入金保証） 千円

　㈲サン・イズミ 357,600

　従業員（住宅融資制度） 393,358

（手付金等保証）

　扶桑レクセル㈱ 315,665

　㈱グローベルス 2,800

　計 1,069,423

※４　────────

※５ ────────  

※４　のれん2,795千円が含まれております。

※５ 債権流動化による手形譲渡高 260,000千円

債権流動化による売掛債権
譲渡高

19,999,591千円

　

　

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

20/29



(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

千円

従業員給料手当 1,855,401

賞与引当金繰入額 64,476

退職給付費用 163,110

貸倒引当金繰入額 436,528

 

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

 

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

千円

従業員給料手当 766,074

賞与引当金繰入額 △ 151,311

退職給付費用 61,190

貸倒引当金繰入額 41,140

 

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金預金勘定 1,145,400千円

現金及び現金同等物 1,145,400
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 36,100,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 459,085

　

　

３　新株予約権等に関する事項

 

　　　　該当事項はありません。　　

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 499,048 14平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。　　
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

　　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られま

す。
　

　　その他有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
(千円)

四半期連結貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 5,238,526 8,175,992 2,937,465

　債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

計 5,238,526 8,175,992 2,937,465

　

（注）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

　その他有価証券で時価のあるものの表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお当第３四半期連結会

計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理は行っておりません。

　当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものと

して一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を

決定しております。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

建設事業
(千円)

不動産事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,161,448149,913135,45216,446,813 ― 16,446,813

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ 16,483 16,483(16,483) ―

計 16,161,448149,913151,93516,463,297(16,483)16,446,813

 営業利益 758,31982,341 15,366856,027(473,121)382,905

　

(注) １　事業区分の方法

　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な事業内容

　　建設事業　：土木・建築、その他建設工事全般に関する事業

　　不動産事業：不動産の売買及び保有不動産の賃貸・運営に関する事業

　　その他事業：建設用資材の販売事業他

　

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　海外売上高がないため、記載しておりません。

　

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日)

前連結会計年度末
（平成20年３月31日)

１株当たり純資産額（円） 843.18 876.08

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 30,051,684 31,228,639

純資産の部の合計額から控除する金額　　
(千円)

― ─

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連
結会計年度末）の純資産額(千円)

30,051,684 31,228,639

１株当たり純資産額の算定に用いられた四
半期連結会計期間末（連結会計年度末）の
普通株式の数(千株)

35,640 35,646

　

　

２　１株当たり四半期純利益

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益（円） 6.62 6.04

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期純利益(千円) 236,049 215,157

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 236,049 215,157

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,643 35,641

　

　

　

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

東鉄工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　原　　文　安　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　久　保　　直　生　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

29/29


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

